
一 宮 町 の ま ち づ く り へ 

～財政から見た話題提供～ 

初村尤而(
社団法人大阪自治体

問題研究所研究員) 
１． 「平成の大合併」の検証 

(1) 合併の結果（99 年合併特例法の改正→06 年 3 月特例経過期間終了） 

3,229→1,821（44％減。2007 年 3 月見込みは 1,804）。町村は 2.558→1,044（6 割

減）。市は 671→777。千葉県 80→56（07 年 3 月末。30％減） 

(2) 合併自治体の苦難 

・ 兵庫県篠山市 

99 年 4 月、4 町新設合併。平成の大合併のトップランナー。人口合併時 47,451→07 年

46,613（98.2％）。面積 377 ㎢ 

財政力指数 0.462（05 年度）。経常収支比率 92.3％、実質公債費比率 16.0％ 

合併の検証――一部地域を除き人口が約 1 割減少。財政悪化から合併特例債事業を見直し。

度重なる財政計画の見直し。最新の見通しでは毎年 6～9 億円、3 年後からは毎年 13～14

億円の財源不足予測。「サービスは高い方に、負担は低い方に」「合併は百利あって一害なし」

と言っていたが合併後 2 年目に行財政改革始まる。支所の職員減が著しく、一部地域では支

所の廃止。施設の閉鎖などでは。病院へ行くのに 1 日仕事の地域もある。 

 

・ 新潟県佐渡市 

04 年 3 月、佐渡島 1 市 7 町 2 村が合併。合併時人口 70,458→05 年国調 67,386。面積

854.9 ㎢。 

財政力指数 0.27、経常収支比率 86.2％、実質公債費比率 14.2％（05 年度） 

全島 1 市に踏み切ったのは 7 項目の合併支援。三位一体の改革の影響で、合併半年後に 10

年間に 734 億円の歳入不足が発覚。約束違反だとして市議会が抗議の決議。 

新市建設計画の見直し。計画額 1,630 億円→見直し 986 億円。新市建設計画実行不能に 

行政改革の方向――①人件費の削減、②民間委託化、③小・中学校、保育園の統廃合、④行

政機構改革（支所 9→3。地域イベントからの撤退など）、⑤住民負担増 

(3) 非合併・自立の流れの形成 

・ 01 年 10 月福島県矢祭町議会が合併しない宣言を議決 

・ 長野県、県内 2 町 2 村をモデルに自律のための研究、報告書。財政シミュレーションも。 
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・ 2003 年 2 月「小さくても輝く自治体フォーラム」（於：長野県栄村）。 

・ その後、長野県阿智村、同原村、群馬県上野村、新潟県関川村、福島県矢祭町、岐阜県白川村、

宮崎県綾町、香川県三木町。担当職員の実務研究会も。非合併・自立（自律）の町づくりと行

財政改革を交流・討論 

・ 第 10 回目は今年 11 月 24～25 日、於：東京の全国町村会館 

・ どの町村も財政力は弱く、地方交付税に依存する財政構造 

 

２． 非合併・自律の自治体の取り組み 

(1) 新潟県津南町――全職員と町民参加で自律計画策定 

県南部、長野県と隣接。中越地方。農業と観光が主産業。「農を以て立町の基と為す」 

人口 1 万 1 千。面積 170 ㎢。高齢化率 32％。財政力指数 0.30、経常収支比率 79.1％、実

質公債費比率 14.9％ 

02 年 2 月アンケート結果で合併しないことを決定。自律推進室設置。全職員による 1,147 の

事務事業の点検。課段階・自律推進室・所属別自律推進リーダー会議を経て事務事業見直し計

画策定 

課長以上を除く全職員が 11 の分野別チーム（1 チーム 15 名平均）に分かれ、勤務時間外に

延べ 192 回の話し合い（出席率平均 8 割）。中間報告策定。その後、中間報告をたたき台に、

公募による町民 55 名を含む検討、07 年 3 月『新生津南町、自律に向けた町づくり』。地方交

付税 3 割減を見込んだ 20 年間の財政シミュレーション 

07 年度から政策研究チームを編成。実現目標を掲げた政策づくり。「町づくり」町民予算提案

事業（個人町民税現年課税分の 2％、約 600 万円分）を新設。 

隣接の長野県栄村と広域連携ネットワーク設置のための協議がスタート。テーマは産業振興、

医療・保健・福祉、教育・文化、建設・防災など幅広い連携 

(2) 長野県喬木村――町民による財政分析 

県内部下伊那地域。人口 7 千。高齢化率 28％、

面積 66 ㎢。主要産業は果樹・野菜。椋鳩十

の故郷。 

財政力指数 0.24、経常収支比率 81.8％、

実質公債費比率 10.6％。 

村は飯田市など下伊那 18市町村の合併推進

の立場だった。村の計算では年間 5.62 億円

の財源不足が発生、「合併やむなし」の村長。

3 つの合併反対運動が生まれ、協力。その一

つ「未来づくりの会」が「主要事業執行報告

書」に掲載された村の全事業を点検。事業を

住民の目で再評価。その結果、不足ではなく

逆に 4,700 万円の余剰が出ると計算。4 千

万円を夢づくり予算とすることを提案。 

その後、村は非合併に方針変更。村民 30 名

による村づくり委員会を設置、村の自律計画

を策定、自律の村づくりを進めている。 

 

３． 一宮町の町づくりを考えるいくつかの点 

 一宮町の町づくりをどう進めるのか、私には言えませんが、検討する材料をいくつか提起します。 

(1) 自律自治体の試みから学んだ 5 条件 

喬木村 
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①自治体の Mission（役割）、町づくり Vision、ビジョンにもとづく町づくりと行財政改革 Plan

（合わせて私は MVP といっています）を持っていること 

②MVP を住民参加・職員参加でつくるなど策定過程が民主的であること 

③地域内経済循環、地域内再投資力を高める経済政策を持っていること 

④元気の出る（削減だけでなく分かりやすい）財政計画を持っていること 

⑤住民協働、地域内分権、地域間協力などの行政手法を持っていること 

 

(2) 合併したところもしなかったところも 

三位一体の改革の影響で合併自治体も交付税が大幅減少 

(3) 新しい地方財政健全化法と茂原市の財政難 

 

 
新地方財政健全化法の制定――実質公債費比率が 18％以上になると財政健全化団体に。議会で

財政健全化計画を決定し、知事・総務大臣に提出。個別外部監査。健全化計画がうまく進まな

い場合は総務大臣の勧告。茂原市の実質公債費比率は、19.0％（05 年度）から 21.0％（06

年度）にアップ。茂原市は、これまでよりも国の関与を強く受け、住民自治が制約される自治

健全化水準 

実質公債費比率 18％ 

再生水準 
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体になる可能性が強い。 

(4) コンパクト・タウン一宮 

サスティナブル社会がこれからの町づくりの基本。コンパクトな町はその有利な条件。町のビ

ジョンを明確に。町民参加の町づくりを 

(5) 一宮町の財政状況 

財政力 0.59（類似団体 0.57）――弱くない財政力 

経常収支比率 90.2％（類団 89.0％）――硬直度は平均的 

実質公債費比率 14.2％（類団 12.4％）――やや高いが問題にするほどでない。 

人件費――人件費部分の経常収支比率 39.0％（29.7％）、人口千人当たり職員数 11.17 人（類

団 9.75 人）。人件費は少なければいいわけではなく、どのような公共サービスが行

われているかで判断すべきだが、検討課題。 

住民をミスリードしない。正確な情報提供を 

(6) 大都市部の合併 

総務省市町村の合併に関する研究会『大都市部における市町村合併の推進について』 

大都市部（大阪府・東京都・神奈川県・埼玉県・愛知県・千葉県）では合併が進んでいない

としてさらなる合併を要請 

 

 

 

津南町の自律計画 
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